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11．事業報酬の概要

電気を安全・安定的にお届けするためには、事業運営に必要な資金を円滑に調達する必要がありますが、こ
の資金調達コストに相当する事業報酬については、「料金算定規則」に基づき、適正な事業資産価値（レ
ートベース）に事業報酬率を乗じて算定しております。
事業報酬率は、「料金算定規則」に則り計算した結果、2.8％となりました。
なお、東電EPは小売会社相当のみの事業報酬を算定しております。

※  「旧一体会社」とは、東京電力ホールディングス（株）、東京電力パワーグリッド（株）、東京電力エナジーパートナー（株）、
東京電力リニューアブルパワー（株）の合計、「ＮＷ」とは、東京電力パワーグリッド（株）を指します。

【内訳表（事業報酬）】
今回

（2023～2025）

旧一体会社※

レ
ー
ト
ベ
ー
ス

特 定 固 定 資 産 57,687
建 設 中 の 資 産 6,193

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 3,536
核 燃 料 資 産 5,719
特 定 投 資 2,088

運 転 資 本
営 業 資 本 7,407
貯 蔵 品 109
小 計 7,517

合 計 額 ① 82,741
事業報酬率 ② 2.8%
事業報酬 ③=①×② 2,317

NW※ 事業報酬 ④ 959
NW除き（発電＋小売） 事業報酬 ⑤=③ー④ 1,358

うち小売相当
【今回原価】 事業報酬 ⑤’ 299

（億円）



22. レートベースの概要

事業報酬の算定におけるレートベースとは会社全体の資産のうち、電気事業の運営上必要な資産価額で
あり、具体的な内訳は以下のとおりです。

概 要 今回
（2023～2025）

特 定 固 定 資 産
電気事業固定資産（共用固定資産、貸付設備その他の電気事業固定資産の設
備のうち適当でないもの及び工事費負担金（貸方）を除く。）の事業年度における
平均帳簿価額を基に算定した額

57,687

建 設 中 の 資 産
建設仮勘定の事業年度における平均帳簿価額（資産除去債務相当資産を除
く。）から建設中利子相当額及び工事費負担金相当額を控除した額に百分の五
十を乗じて得た額

6,193

使用済燃料再処理
関連加工仮勘定

使用済燃料再処理関連加工仮勘定の事業年度における平均帳簿価額を基に算
定した額 3,536

核 燃 料 資 産 核燃料の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額 5,719

特 定 投 資
長期投資（エネルギーの安定的確保を図るための研究開発、資源開発等を目的と
した投資であって、電気事業の能率的な経営のために必要かつ有効であると認めら
れるものに係るものに限る。）の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額

2,088

運 転 資 本
営業資本の額（営業費項目の額の合計額から、公租公課や減価償却費および繰
延償却資産等の合計額を控除して得た額に、十二分の一・五を乗じて得た額）及
び貯蔵品（火力燃料貯蔵品、新エネルギー等貯蔵品その他貯蔵品の年間払出額
に、原則として十二分の一・五を乗じて得た額をいう。）を基に算定した額

7,517

（億円）

※ 上記金額は、東京電力ホールディングス（株）、東京電力パワーグリッド（株）、東京電力エナジーパートナー（株）、
東京電力リニューアブルパワー（株）の合計となります。



3

資本構成 報酬率 （参考）
24改定

自己資本報酬率（Ａ） 30% 7.72% 5.89%
他人資本報酬率（Ｂ） 70% 0.66% 1.61%
事業報酬率 100% 2.8% 2.9%

(Ａ)自己資本報酬率（2014～2020年度の７ヶ年平均値） (％)
ｳｴｲﾄ 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2014～2020

公 社 債 利 回 り 19% 0.52 0.37 0.04 0.14 0.14 0.00 0.09 －
自 己 資 本 利 益 率 81% 9.72 9.06 9.67 10.71 10.43 9.21 7.60 －
自 己 資 本 報 酬 率 100% 7.97 7.41 7.84 8.70 8.47 7.46 6.17 7.72 

(Ｂ)他人資本報酬率 (％)
2021年度

平均有利子負債利子率（10社） 0.66 

3. 事業報酬率の概要

事業報酬率は、「料金算定規則」および「審査要領」に基づき、はじめに自己資本報酬率ならびに他人資
本報酬率を実績にもとづき算定し、それらを30：70で加重平均することにより算出しております。
リスクを表すβ値については、2014年度～2020年度※におけるみなし小売電気事業者9社（沖縄電力除
き）の平均値である0.81を適用しております。
※ 自己資本報酬率とβ値の採録期間はともに2014年度～2020年度の7年間

【事業報酬率の算定方法】

β値… 株価指数に対する個々の企業の感応度で、企業の相対的リス
クの大きさを表します。
料金上は、自己資本報酬率算定の際、自己資本利益率のウェ
イト付けに適用いたします。

○自己資本報酬率
• 観測期間 ；７年間（2014～2020年度）
• β値 ； 0.81（2014～2020年度）

○他人資本報酬率
• 観測期間 ；１年間（2021年度）
• 10社の平均有利子負債利子率


